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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　コンプレッサと、
　前記コンプレッサを収容するコンプレッサハウジングと、
　ロータが設けられたシャフトと、前記ロータの外周面と対向するようにモータハウジン
グに設けられたステータと、前記ステータの周囲に巻回されたコイルと、を有して前記シ
ャフトに接続された前記コンプレッサを回転駆動する電動モータと、
　前記電動モータを収容する前記モータハウジングと、を有する電動過給機であって、
　前記シャフトにおける前記コイルに対して前記コンプレッサに近い側、及び前記シャフ
トにおける前記コイルに対して前記コンプレッサから遠い側、のそれぞれは、前記モータ
ハウジングに保持されたそれぞれの軸受にて支持されており、
　前記コイルから発生して前記モータハウジングを伝導した熱が前記コイルに対して前記
コンプレッサに近い側の前記軸受に至る前記モータハウジングの熱伝導経路には、前記熱
伝導経路の熱伝導の方向に交差する幅方向を絞る絞り部が設けられており、
　前記モータハウジングにおける前記コイルと対向する個所であるコイル対向部と、前記
コイルと、の間には放熱グリスが充填されており、
　前記モータハウジングにおいて、前記コイルを含む前記電動モータの外周部には、冷却
用流体を循環させる流体用ジャケットが設けられており、
　前記モータハウジングにおける前記コンプレッサに近い側の前記軸受を支持している個
所である軸受支持部と、前記コイル対向部と、を接続する前記モータハウジングにおける
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接続部には、前記シャフトの回転軸に対して円周方向に形成されることで前記シャフトか
ら径方向外方に向かって延ばされた空洞部、が形成されており、
　前記絞り部は、前記空洞部と前記流体用ジャケットにて挟まれていることで絞られてお
り、前記空洞部の外周部と対向する個所となる前記流体用ジャケットにおける前記シャフ
トの側の面が、前記シャフトの側に近づけられていることで、さらに絞られている、
　電動過給機。
【請求項２】
　請求項１に記載の電動過給機であって、
　前記絞り部は、
　前記熱が前記コイルに対して前記コンプレッサに近い側の前記軸受に至る前記モータハ
ウジングの熱伝導経路に設けられていることに加えて、前記熱が前記コイルに対して前記
コンプレッサから遠い側の前記軸受に至る前記モータハウジングの熱伝導経路にも設けら
れている、
　電動過給機。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の電動過給機であって、
　前記シャフトの径方向において、前記絞り部の長さである絞り部幅は、前記コイル対向
部から前記流体用ジャケットまでの前記モータハウジングの長さであるコイル対向部幅よ
りも短い、
　電動過給機。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか一項に記載の電動過給機であって、
　前記コンプレッサに近い側の前記軸受に対応する前記絞り部の近傍の前記流体用ジャケ
ットの前記径方向の長さである絞り部近傍ジャケット幅は、前記絞り部の近傍を除いた前
記コイル対向部の近傍の前記流体用ジャケットの前記径方向の長さであるコイル対向部近
傍ジャケット幅よりも長い、
　電動過給機。

                                                                                
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電動モータを用いてコンプレッサを駆動する電動過給機に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年では、ガソリンエンジンやディーゼルエンジン等の内燃機関を搭載した車両におい
て、ターボチャージャ等の過給機を備えた車両が増加傾向にある。特に、ボディサイズに
対してやや小排気量の内燃機関を搭載し、小排気量では不足するパワーをターボチャージ
ャで補うタイプの車両が増加傾向にある。一般的なターボチャージャは、内燃機関の排気
ガスを利用してタービンを回転駆動し、当該タービンにてコンプレッサを駆動して吸気を
過給する機械式ターボチャージャである。なお周知のとおり、ターボチャージャは、内燃
機関の回転が低い状態から急加速等した場合、排気ガスの流量が少ない低回転からの立上
り時の過給遅れ（応答遅れ）が発生しやすい。この過給遅れを抑制するためにタービン内
に可変ノズルを備えたターボチャージャも広く普及している。また過給遅れを更に抑制す
るために、機械式ターボチャージャに、電動モータを用いてコンプレッサを駆動する電動
式ターボチャージャを追加したものも考案されている。例えば機械式ターボチャージャと
電動式ターボチャージャとを一体化して、コンプレッサの応答遅れの発生が予測された場
合に電動モータを用いて一時的にコンプレッサの回転を補うものや、内燃機関の低回転域
で継続的に電動モータを用いて過給を行うものもある。また、別々に構成された機械式タ
ーボチャージャと電動式ターボチャージャとを直列に配置し、過給遅れの発生が予測され
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た場合に電動式ターボチャージャを駆動して一時的に過給遅れを抑制するものや、内燃機
関の低回転域で継続的に電動式ターボチャージャを駆動して過給を行うものもある。
【０００３】
　例えば特許文献１には、機械式過給機（機械式ターボチャージャ）と電動過給機（電動
式ターボチャージャ）とを一体化した電動過給機が開示されている。特許文献１に記載さ
れた電動過給機は、シャフトの一端にコンプレッサホイールが取り付けられ、当該シャフ
トの他端にタービンホイールが取り付けられ、当該シャフトにおけるコンプレッサホイー
ルの側に電動モータのロータが取り付けられている。当該電動過給機は、タービンホイー
ルに近接する部分のシャフトが円筒状に形成されて空洞部が設けられ、シャフトを伝って
タービンホイールからロータへと伝わる熱の伝熱経路の断面積が小さくされている。これ
により、シャフトの剛性を過度に低下させることなくロータの温度上昇を抑制している。
【０００４】
　また特許文献２には、電動過給機（電動式ターボチャージャ）が開示されている。特許
文献２に記載された電動過給機では、シャフトの一端の側に、コンプレッサ及びコンプレ
ッサハウジング（階段状ハウジング）が設けられ、当該シャフトの他端の側に、ロータ、
ステータ及びモータハウジング（機械ハウジング）を有する電動モータが設けられている
。そして当該電動過給機は、液化天然ガス（ＬＮＧ）の圧縮及び移送や、空気の分解の際
のガス類の開放等、極低温の流体の圧縮や移送等に用いられている。電動モータの側のシ
ャフト（軸受を含む）、は、極低温に冷え切ってしまうと、軸受内の潤滑物質が使用不能
となってしまうので、好ましくない。またロータの永久磁石は、極低温に冷え切ってしま
うと、永久磁石が減磁されてしまうので好ましくない。またステータのコイルは、極低温
に冷え切ってしまうと、コイル材料の脆性によって振動等にて破損し易くなるので好まし
くない。そこで、特許文献２の電動過給機は、コンプレッサハウジングとモータハウジン
グとの間に、断熱材料からなる分離壁が設けられている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００７－３２１６７５号公報
【特許文献２】特開２００５－３２０９６７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　電動過給機は、シャフト、ロータ、ステータ、モータハウジングを有する電動モータ部
と、シャフトの一方端の側に設けられたコンプレッサ、コンプレッサハウジングを有する
コンプレッサ部と、シャフトの一方端の側を支持する軸受と、シャフトの他方端の側を支
持する軸受と、を有している。なお前記軸受は、モータハウジングに設けられている。前
記軸受は、特許文献２に記載されているように、極低温では潤滑物質が使用不能となるが
、所定温度以上の高温となった場合も、潤滑物質が有効に機能しない。従って、前記軸受
が所定温度以上とならないように、当該軸受へ伝わる熱を抑制する必要がある。なお、電
動モータは、コイルからの発熱量も非常に多く（特に、内燃機関の低回転域で継続的に過
給する場合）、コイルからの熱が前記軸受を所定温度以上に上昇させてしまう可能性があ
る。
【０００７】
　特許文献１に記載された電動過給機では、排気ガスの高熱が、タービン及びシャフトを
伝ってロータに伝導される伝熱経路による熱を抑制することができる。しかし特許文献１
には、電動モータのコイルから発生した熱が、モータハウジングからフローティング軸受
に伝わる伝熱経路について、及び当該伝熱経路によって伝わる熱を抑制することについて
、記載が見受けられない。
【０００８】
　また特許文献２に記載された電動過給機では、コンプレッサハウジングとモータハウジ
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ングとの間に、断熱材料からなる分離壁を設けており、部品点数が増加しているので、あ
まり好ましくない。また特許文献２も、特許文献１と同様に、電動モータのコイルから発
生した熱が、モータハウジングから軸受に伝わる伝熱経路について、及び当該伝熱経路に
よって伝わる熱を抑制することについて、記載が見受けられない。
【０００９】
　本発明は、このような点に鑑みて創案されたものであり、コンプレッサ部と電動モータ
部とを有する電動過給機において、電動モータのコイルから発生した熱であってモータハ
ウジングを介して軸受に至る熱を、より抑制することが可能な構造を有する電動過給機を
提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記課題を解決するため、本発明に係る電動過給機は次の手段をとる。まず、本発明の
第１の発明は、コンプレッサと、前記コンプレッサを収容するコンプレッサハウジング、
ロータが設けられたシャフト、前記ロータの外周面と対向するようにモータハウジングに
設けられたステータ、及び前記ステータの周囲に巻回されたコイル、を有して前記シャフ
トに接続された前記コンプレッサを回転駆動する電動モータと、前記電動モータを収容す
る前記モータハウジングと、を有する電動過給機であって、前記シャフトにおける前記コ
イルに対して前記コンプレッサに近い側、及び前記シャフトにおける前記コイルに対して
前記コンプレッサから遠い側、のそれぞれは、前記モータハウジングに保持されたそれぞ
れの軸受にて支持されており、前記コイルから発生して前記モータハウジングを伝導した
熱が前記コイルに対して前記コンプレッサに近い側の前記軸受に至る前記モータハウジン
グの熱伝導経路には、前記熱伝導経路の熱伝導の方向に交差する幅方向を絞る絞り部が設
けられている、電動過給機である。
【００１１】
　次に、本発明の第２の発明は、上記第１の発明に係る電動過給機であって、前記絞り部
は、前記熱が前記コイルに対して前記コンプレッサに近い側の前記軸受に至る前記モータ
ハウジングの熱伝導経路に設けられていることに加えて、前記熱が前記コイルに対して前
記コンプレッサから遠い側の前記軸受に至る前記モータハウジングの熱伝導経路にも設け
られている、電動過給機である。
【００１２】
　次に、本発明の第３の発明は、上記第１の発明または第２の発明に係る電動過給機であ
って、前記絞り部は、前記シャフトの回転軸に対して円周方向に形成された空洞部であっ
て、前記シャフトに対して径方向外方に向かって延ばされた前記空洞部、によって設けら
れている、電動過給機である。
【００１３】
　次に、本発明の第４の発明は、上記第３の発明に係る電動過給機であって、前記絞り部
は、冷却用流体が循環される流路である流体用ジャケット、あるいは放熱用のフィンを形
成するフィン溝と、前記空洞部と、にて形成されている、電動過給機である。
【発明の効果】
【００１４】
　第１の発明によれば、電動モータのコイルから発生した熱が、モータハウジングを伝わ
ってコンプレッサに近い側の軸受まで伝導される熱伝導経路に、絞り部を設ける。これに
より、電動モータのコイルから発生した熱であってモータハウジングを介して軸受に至る
熱を、より抑制することができる。また、モータハウジングの熱伝導経路に絞り部を設け
るだけでよいので、部品点数を増やす必要もない。
【００１５】
　第２の発明によれば、コイルから発生した熱であってモータハウジングを介してコンプ
レッサに近い側の軸受に至る熱を抑制するとともに、モータハウジングを介してコンプレ
ッサから遠い側の軸受に至る熱も抑制することができる。
【００１６】
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　第３の発明によれば、空洞部における径方向外方に延びる長さ等を調整することで、容
易に絞り部を調整して熱伝導量を調整することができるので、便利である。
【００１７】
　第４の発明によれば、電動モータ部の全体の冷却用の流体用ジャケット、あるいは電動
モータ部の全体の放熱用のフィンを形成するフィン溝と、空洞部と、にて絞り部を形成す
るので、非常にシンプルな構造の絞り部を、容易に形成することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明の電動過給機を有する内燃機関の概略構成を説明する図である。
【図２】第１の実施の形態の電動過給機の構造を説明する軸方向断面図である。
【図３】図２におけるＩＩＩ部の拡大図（部分拡大図）である。
【図４】第２の実施の形態の電動過給機の構造を説明する軸方向断面図（部分拡大図）で
あって、図３に対して、空洞部の近傍における流体用ジャケットの形状を変更した例（そ
の１）を説明する図である。
【図５】第３の実施の形態の電動過給機の構造を説明する軸方向断面図（部分拡大図）で
あって、図３に対して、空洞部の近傍における流体用ジャケットの形状を変更した例（そ
の２）を説明する図である。
【図６】第４の実施の形態の電動過給機の構造を説明する軸方向断面図（部分拡大図）で
あって、図３に対して、空洞部の近傍における流体用ジャケットの形状を変更した例（そ
の３）を説明する図である。
【図７】第５の実施の形態の電動過給機の構造を説明する軸方向断面図（部分拡大図）で
あって、図３に対して、流体用ジャケットの代わりに、放熱用フィンを設け、フィン溝と
空洞部にて絞り部を形成した例（その１）を説明する図である。
【図８】第６の実施の形態の電動過給機の構造を説明する軸方向断面図（部分拡大図）で
あって、図３に対して、流体用ジャケットの代わりに、放熱用フィンを設け、フィン溝と
空洞部にて絞り部を形成した例（その２）を説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下に本発明を実施するための形態を図面を用いて説明する。なお、図中にＸ軸、Ｙ軸
、Ｚ軸が記載されている場合、各軸は互いに直交しており、Ｘ軸方向は、コンプレッサイ
ンペラ６１Ｃ（コンプレッサに相当）及びシャフト６２Ｈの回転軸６２Ｘと平行な方向を
示している。
●［電動過給機を有する内燃機関の概略構成（図１）］
　まず図１を用いて、本発明の電動過給機６０を有する内燃機関の概略構成について、４
気筒のエンジン１０（内燃機関の例であって、例えばディーゼルエンジン）を用いて説明
する。
【００２０】
　エンジン１０には、エンジン１０の各気筒４５Ａ～４５Ｄへの吸入空気を導入する吸気
管１１及び吸気マニホルド１１Ｍが接続されている。またエンジン１０には、各気筒４５
Ａ～４５Ｄからの排気ガスが吐出される排気マニホルド１２Ｍ及び排気管１２が接続され
ている。各気筒４５Ａ～４５Ｄには、燃料配管４２Ａ～４２Ｄを介してコモンレール４１
に接続されたインジェクタ４３Ａ～４３Ｄが設けられている。また吸気管１１と吸気通路
１１Ｃと吸気通路１１Ａにて構成された吸気経路には、ターボ過給機３０のコンプレッサ
部３５、電動過給機６０のコンプレッサ部６１、が直列に設けられており、排気管１２と
排気通路１２Ａにて構成された排気経路には、ターボ過給機３０のタービン部３６が設け
られている。
【００２１】
　コモンレール４１には燃料タンク（図示省略）から燃料が供給され、コモンレール４１
内の燃料は高圧に維持されて燃料配管４２Ａ～４２Ｄを介してインジェクタ４３Ａ～４３
Ｄのそれぞれに供給されている。インジェクタ４３Ａ～４３Ｄは、各気筒４５Ａ～４５Ｄ
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に対応させて設けられており、制御手段５１からの制御信号によって各気筒内に所定のタ
イミングで所定量の燃料を噴射する。
【００２２】
　またエンジン１０には、回転検出手段２２が設けられている。回転検出手段２２は、例
えば内燃機関の回転数（例えばクランク軸の回転数）や回転角度（例えば各気筒の圧縮上
死点タイミング）等を検出可能な回転角度センサである。制御手段５１は、回転検出手段
２２からの検出信号に基づいて、エンジン１０の回転数や回転角度等を検出することが可
能である。
【００２３】
　図１に示す内燃機関の吸気経路は、エンジン１０に遠い側から、吸気通路１１Ａ、吸気
通路１１Ｃ及びバイパス通路１１Ｂ、吸気管１１を有している。なお、バイパス通路１１
Ｂの上流端は吸気通路１１Ａに接続されており、バイパス通路１１Ｂの下流端は吸気通路
１１Ｃに接続されている。そして当該吸気経路には、流量検出手段２１、電動過給機６０
、バイパス弁１１Ｄ、ターボ過給機３０、電子スロットル装置４７及びスロットル開度検
出手段４７Ｓ、過給圧検出手段２４等が設けられている。以下、吸気経路に設けられた上
記の各機器及び検出手段等について順に説明する。
【００２４】
　流量検出手段２１は、例えば吸入空気の流量を検出可能な流量センサであり、吸気通路
１１Ａに設けられている。制御手段５１は、流量検出手段２１からの検出信号に基づいて
、エンジン１０が吸入した吸入空気の流量である吸入空気流量を検出することが可能であ
る。
【００２５】
　電動過給機６０は、コンプレッサインペラ６１Ｃを有するコンプレッサ部６１と、制御
手段５１から制御される電動モータ部６２とを備えている。またコンプレッサ部６１の入
力側には、吸気通路１１Ａの下流端が接続され、コンプレッサ部６１の出力側には、吸気
通路１１Ｃの上流端が接続されている。また、バイパス通路１１Ｂには、制御手段５１か
ら制御されるバイパス弁１１Ｄが設けられている。例えば、制御手段５１は、ユーザから
の急加速要求等を検出してターボ過給機３０だけでは過給遅れが発生すると予測等した場
合、一時的に電動過給機６０の電動モータ部６２を駆動するとともにバイパス弁１１Ｄを
閉鎖する側に制御する。あるいは、制御手段５１は、エンジン１０が低回転域であるが過
給するべきと判断した場合、電動過給機６０の電動モータ部６２を駆動するとともにバイ
パス弁１１Ｄを閉鎖する側に制御する。その後、制御手段５１は、ターボ過給機３０で充
分過給できている状態になったことを確認すると、電動過給機６０の電動モータ部６２の
駆動を停止するとともにバイパス弁１１Ｄを開口する側に制御する。コンプレッサ部６１
は、制御手段５１から駆動された場合、吸気通路１１Ａからの吸入空気をコンプレッサイ
ンペラ６１Ｃにて圧縮し、圧縮した吸入空気を吸気通路１１Ｃに吐出することで過給する
。
【００２６】
　ターボ過給機３０は、コンプレッサインペラ３５Ａを有するコンプレッサ部３５と、タ
ービンインペラ３６Ａを有するタービン部３６とを備えている。タービン部３６には、タ
ービンインペラ３６Ａへの排気ガスの流速を制御可能な可変ノズル３３が設けられており
、可変ノズル３３は、駆動手段３１によって開度が調整される。制御手段５１は、駆動手
段３１に制御信号を出力して可変ノズル３３の開度を調整可能であり、開度検出手段３２
（例えば、ノズル開度センサ）からの検出信号に基づいて、可変ノズル３３の開度を検出
することが可能である。
【００２７】
　コンプレッサ部３５の入力側には、吸気通路１１Ｃの下流端が接続され、コンプレッサ
部３５の出力側には、吸気管１１の上流端が接続されている。そしてコンプレッサ部３５
は、吸気通路１１Ｃあるいはバイパス通路１１Ｂから吸入空気を吸入してコンプレッサイ
ンペラ３５Ａにて圧縮し、圧縮した吸入空気を吸気管１１に吐出することで過給する。
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【００２８】
　また、タービン部３６の入力側には、排気管１２の下流端が接続され、タービン部３６
の出力側には、排気通路１２Ａの上流端が接続されている。排気管１２からの高温高圧の
排気ガスは、タービン部３６に導入されてタービンインペラ３６Ａ（及びコンプレッサイ
ンペラ３５Ａ）を回転駆動して排気通路１２Ａへと吐出される。
【００２９】
　電子スロットル装置４７は、吸気管１１（吸気経路）に設けられており、制御手段５１
からの制御信号に基づいて吸気管１１の開度を調整し、吸気流量を調整する。制御手段５
１は、電子スロットル装置４７に制御信号を出力して吸気管１１の開度を調整可能であり
、スロットル開度検出手段４７Ｓ（例えば、スロットル開度センサ）からの検出信号に基
づいて、電子スロットル装置４７の開度を検出することが可能である。
【００３０】
　過給圧検出手段２４は、例えば圧力センサであり、吸気管１１に設けられている。制御
手段５１は、過給圧検出手段２４からの検出信号に基づいて、コンプレッサ部３５にて過
給された吸入空気の圧力を検出可能である。
【００３１】
　ＥＧＲ通路１３は、排気管１２と吸気管１１とを連通し、排気管１２内の排気を吸気管
１１に還流させることが可能である。ＥＧＲ弁１４は、ＥＧＲ通路１３に配設されており
、制御手段５１からの制御信号に基づいて、ＥＧＲ通路１３の開度を調整する。
【００３２】
　制御装置５０は、少なくとも、制御手段５１、記憶手段５３を有している。制御手段５
１は、例えばＣＰＵ（中央処理ユニット）であり、各種の検出手段等からの検出信号が入
力されて、エンジン１０の運転状態を検出し、インジェクタ４３Ａ～４３Ｄ、ＥＧＲ弁１
４、電子スロットル装置４７、可変ノズル３３の駆動手段３１、電動過給機６０、バイパ
ス弁１１Ｄ等を駆動する制御信号を出力する。また制御手段５１への入力、及び制御手段
５１からの出力は、図１の例に限定されるものではない。例えば制御手段５１は、内燃機
関の動力を車輪に伝達する変速機の動作状態に関する情報が入力され、当該変速機のギア
段（１速、２速、３速等）を検出することも可能である。
【００３３】
　記憶手段５３は、例えばＦｌａｓｈ－ＲＯＭ等の記憶装置であり、制御手段５１の処理
を実行するためのプログラムやデータ等が記憶されている。
【００３４】
　大気圧検出手段２３は、例えば大気圧センサであり、制御装置５０に設けられている。
制御手段５１は、大気圧検出手段２３からの検出信号に基づいて、大気圧を検出すること
が可能である。
【００３５】
　アクセルペダル踏込量検出手段２５は、例えばアクセルペダル踏込角度センサであり、
アクセルペダルに設けられている。制御手段５１は、アクセルペダル踏込量検出手段２５
からの検出信号に基づいて、運転者によるアクセルペダルの踏込量を検出することが可能
である。
【００３６】
●［第１の実施の形態の電動過給機６０の構造（図２、図３）］
　次に、図２に示す第１の実施の形態の電動過給機６０の軸方向断面図、及び図２のＩＩ
Ｉ部の拡大図である図３を用いて、第１の実施の形態の電動過給機６０の構造について説
明する。電動過給機６０は、図２に示すように、コンプレッサ部６１、電動モータ部６２
を有している。
【００３７】
　コンプレッサ部６１は、コンプレッサインペラ６１Ｃ、コンプレッサハウジング６１Ａ
、６１Ｂを有している。コンプレッサインペラ６１Ｃは電動モータ部６２のシャフト６２
Ｈの一方端の側に取り付けられており（接続されており）、電動モータ部６２にて回転軸
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６２Ｘ回りに回転駆動される。コンプレッサハウジング６１Ａは、吸入口６１Ｄ、吐出口
であるスクロール室６１Ｅを有し、コンプレッサハウジング６１Ａの蓋部となるコンプレ
ッサハウジング６１Ｂとともにコンプレッサインペラ６１Ｃを収容している。
【００３８】
　電動モータ部６２は、モータハウジング６２Ａ、ハウジングプレート６２Ｃ、軸受保持
部材６２Ｂ、６２Ｋ、６２Ｐ、軸受６２Ｌ、６２Ｎ、シャフト６２Ｈ、ロータ６２Ｊ、ス
テータ６２Ｇ、コイル６２Ｆ、放熱グリス６２Ｄ、６２Ｅ等を有している。
【００３９】
　シャフト６２Ｈは、永久磁石等を有するロータ６２Ｊに嵌め込まれ、シャフト６２Ｈと
ロータ６２Ｊは一体となって回転する。ロータ６２Ｊに近接する外周には、ロータ６２Ｊ
の外周面に接触することなく近接する内周面を有する複数のステータ６２Ｇが、回転軸６
２Ｘに対して円周方向に沿ってモータハウジング６２Ａに固定されている。各ステータ６
２Ｇには、コイル６２Ｆが巻回され、コイル６２Ｆは樹脂材にてモールドされている。コ
イル６２Ｆとモータハウジング６２Ａとの間には、放熱グリス６２Ｄ、６２Ｅが充填され
ている。そしてシャフト６２Ｈ、ロータ６２Ｊ、ステータ６２Ｇ、コイル６２Ｆにて電動
モータ６２Ｍが構成されている。
【００４０】
　シャフト６２Ｈは、モータハウジング６２Ａに設けられた軸受６２Ｌ、６２Ｎにて、回
転軸６２Ｘ回りに回転自在に支持されている。軸受６２Ｌは、シャフト６２Ｈの他方端の
側（図２の例ではシャフト６２Ｈの右側）を支持し、軸受保持部材６２Ｋに保持されてい
る。そして軸受保持部材６２Ｋは、軸受保持部材６２Ｂに保持され、軸受保持部材６２Ｂ
はモータハウジング６２Ａに固定されている。従って、軸受６２Ｌは、シャフト６２Ｈに
おけるコイル６２Ｆに対してコンプレッサインペラ６１Ｃから遠い側を支持し、モータハ
ウジング６２Ａに保持されている。なお、軸受６２Ｌと、回転軸６２Ｘの方向において当
該軸受６２Ｌと対向するコイル６２Ｆと、の間には空洞部６２Ｔ１が形成されている。さ
らに空洞部６２Ｔ１には、空洞部６２Ｖが形成されている。空洞部６２Ｖは、シャフト６
２Ｈに対して径方向外方に向かって延ばされて形成され、シャフト６２Ｈの回転軸６２Ｘ
に対して円周方向に形成されている。この空洞部６２Ｖによって、後述する絞り部が形成
されている。
【００４１】
　また、軸受６２Ｎは、シャフト６２Ｈの一方端の側（図２の例ではシャフト６２Ｈの左
側）を支持し、軸受保持部材６２Ｐに保持されている。そして軸受保持部材６２Ｐは、モ
ータハウジング６２Ａに固定されている。従って、シャフト６２Ｈにおけるコンプレッサ
の側は、モータハウジング６２Ａに設けられた軸受６２Ｎであって、回転軸６２Ｘの方向
においてコンプレッサと、電動モータ６２Ｍのコイル６２Ｆ（図２参照）と、の間となる
位置に設けられた軸受６２Ｎ、にて支持されている。従って、軸受６２Ｎは、シャフト６
２Ｈにおけるコイル６２Ｆに対してコンプレッサインペラ６１Ｃに近い側を支持し、モー
タハウジング６２Ａに保持されている。なお、軸受６２Ｎと、回転軸６２Ｘの方向におい
て当該軸受６２Ｎと対向するコイル６２Ｆと、の間には空洞部６２Ｓが形成されている。
空洞部６２Ｓは、シャフト６２Ｈに対して径方向外方に向かって延ばされて形成され、シ
ャフト６２Ｈの回転軸６２Ｘに対して円周方向に形成されている。この空洞部６２Ｓによ
って、後述する絞り部が形成されている。またコイル６２Ｆとシャフト６２Ｈとの間には
空洞部６２Ｒが形成されている。
【００４２】
　モータハウジング６２Ａは、円筒状に形成され、一方端の側に軸受保持部材６２Ｐを嵌
合する孔部が形成された蓋部６２Ｗを有しており、他方端の側は電動モータ６２Ｍ及び軸
受保持部材６２Ｂを収容するための開口部が形成されている。またモータハウジング６２
Ａにおいて、コイル６２Ｆを含む電動モータ６２Ｍの外周部には、コイル６２Ｆから発生
した熱を冷却するための冷却用流体（冷却液等）を循環させる流体用ジャケット６２Ｑが
形成されている。コイル６２Ｆにて発生した熱のほとんどは、放熱グリス６２Ｄ、６２Ｅ
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とモータハウジング６２Ａを経由して流体用ジャケット６２Ｑに伝導される。モータハウ
ジング６２Ａは、モータハウジング６２Ａの蓋部となるハウジングプレート６２Ｃととも
に電動モータ６２Ｍを収容している。
【００４３】
　図１の例にて説明した内燃機関において、例えばエンジン１０がアイドリング等の低回
転で排気ガスの流量が少ない状態から、ユーザがアクセルペダルを急激に踏み込んで急加
速要求等を行った場合、ターボ過給機３０だけでは過給遅れが発生する場合がある。この
ような場合、制御手段５１は、過給遅れを予測して、一時的に電動過給機６０を動作させ
るとともにバイパス弁１１Ｄを閉鎖する側に制御する。電動過給機６０は、エンジン１０
の回転の高低にかかわらず、非常に短時間で所望する高回転（例えば数万［ｒｐｍ］）に
達して過給することが可能である。あるいは、エンジン１０が低回転域であるが過給を行
うべきであると制御手段５１が判断した場合、制御手段５１は、継続的に（所定期間）電
動過給機６０を動作させるとともにバイパス弁１１Ｄを閉鎖する側に制御する。
【００４４】
　しかし、電動過給機６０は、上記のように非常に高回転が要求されるので、コイル６２
Ｆの消費電流が大きく、コイル６２Ｆの発熱量も非常に大きい（特に、継続的に動作させ
た場合）。このコイル６２Ｆから発生した熱によって、軸受６２Ｎ、６２Ｌが、軸受６２
Ｎ、６２Ｌの許容温度以上に上昇してしまうのは好ましくない。軸受６２Ｎ、６２Ｌは、
潤滑物質（潤滑用グリス等）が適切に機能するための上限温度を有しているからである。
コイル６２Ｆから発生した熱は、図２に示す熱伝導経路ＴＨ２に示す経路にて、放熱グリ
ス６２Ｄ、モータハウジング６２Ａ、軸受保持部材６２Ｂ、軸受保持部材６２Ｋ、を経由
して軸受６２Ｌに伝導される。また、コイル６２Ｆから発生した熱は、図２に示す熱伝導
経路ＴＨ１に示す経路にて、放熱グリス６２Ｅ、モータハウジング６２Ａ、軸受保持部材
６２Ｐ、を経由して軸受６２Ｎに伝導される。
【００４５】
　熱伝導経路ＴＨ２は、熱伝導経路ＴＨ１よりも充分長い距離であり、かつ流体用ジャケ
ット６２Ｑに近接した位置を伝導する距離も長い。よって、熱伝導経路ＴＨ２の経路にて
軸受６２Ｌに伝導される熱は、熱伝導経路ＴＨ１の経路にて軸受６２Ｎに伝導される熱よ
りも充分小さく、軸受６２Ｌの温度は、許容温度以下に維持される。しかし、熱伝導経路
ＴＨ１にて軸受６２Ｎに伝導される熱は、軸受６２Ｎを許容温度以上にする可能性がある
。
【００４６】
　そこで、図３に示すように、空洞部６２Ｓを、径方向外方に向かって延長するように形
成することで、空洞部６２Ｓと流体用ジャケット６２Ｑとの間の距離Ｓ１を、コイル６２
Ｆから流体用ジャケット６２Ｑまでの（平均的な）距離ＳＨよりも短くした、絞り部ＳＡ
を形成する。空洞部６２Ｓと流体用ジャケット６２Ｑは、接触することなく近接され、絞
り部ＳＡが形成されている。絞り部ＳＡは、コイル６２Ｆから発生した熱が、モータハウ
ジング６２Ａから軸受６２Ｎに至るまでの熱伝導経路ＴＨ１のいずれかの位置に、熱伝導
方向（熱伝導経路ＴＨ１の方向）に交差する幅方向（図３の例では、熱伝導方向にほぼ直
交する幅方向）を絞っている。なお、絞り部ＳＡの外周側に隣接する位置には、流体用ジ
ャケット６２Ｑが円周方向に設けられているが、流体用ジャケット６２Ｑを省略して、空
洞部６２Ｓを、モータハウジング６２Ａの外周面の近傍まで、径方向外方に延長させても
よい。
【００４７】
　また、空洞部６２Ｓと平行するように、流体用ジャケット６２Ｑを径方向内方に延長し
た流体用ジャケット延長部６２ＱＺを形成することで、空洞部６２Ｓと流体用ジャケット
延長部６２ＱＺとの間の距離Ｓ２を、コイル６２Ｆから流体用ジャケット６２Ｑまでの（
平均的な）距離ＳＨよりも短くした、絞り部ＳＢを形成する。絞り部ＳＢは、絞り部ＳＡ
と同様に、コイル６２Ｆから発生した熱が、モータハウジング６２Ａから軸受６２Ｎに至
るまでの熱伝導経路ＴＨ１のいずれかの位置に、熱伝導方向（熱伝導経路ＴＨ１の方向）
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に交差する幅方向（図３の例では、熱伝導方向にほぼ直交する幅方向）を絞っている。な
お、絞り部ＳＢに対して、コンプレッサ部６１に向かう回転軸６２Ｘの方向に隣接する位
置には、流体用ジャケット延長部６２ＱＺが円周方向に設けられているが、流体用ジャケ
ット延長部６２ＱＺを省略して、空洞部６２Ｓを、モータハウジング６２Ａの表面の近傍
まで、コンプレッサ部６１に向かう回転軸６２Ｘの方向に延長させてもよい。
【００４８】
　以上の構造の絞り部ＳＡ、ＳＢにより、例えばコイル６２Ｆから発生して軸受６２Ｎに
至る熱の伝導を抑制することができるので、軸受６２Ｎの温度を、軸受６２Ｎの上限温度
（例えば、グリス封入式軸受の場合、約１２０［℃］）以下に維持することができる。ま
た、絞り部ＳＡ、ＳＢは、空洞部６２Ｓを延長するように形成するだけで構成することが
できるので、容易に実現することができる。
【００４９】
　同様に、図２に示すように、空洞部６２Ｖを、径方向外方に向かって延長するように形
成することで、空洞部６２Ｖと流体用ジャケット６２Ｑとの間の距離を、コイル６２Ｆか
ら流体用ジャケット６２Ｑまでの（平均的な）距離よりも短くした、絞り部を形成しても
よい。この絞り部により、例えばコイル６２Ｆから発生して軸受６２Ｌに至る熱の伝導を
抑制することができるので、軸受６２Ｌの温度を、軸受６２Ｌの上限温度以下に維持する
ことができる。なお、図２に示す熱伝導経路ＴＨ２の経路にて軸受６２Ｌに伝導される熱
が充分小さく、空洞部６２Ｖを設けなくても軸受６２Ｌの温度を許容温度以下に維持でき
る場合は、空洞部６２Ｖを省略してもよい。
【００５０】
●［第２の実施の形態の電動過給機６０Ａの構造（図４）］
　次に図４を用いて、第２の実施形態の電動過給機６０Ａの構造について説明する。図４
は、電動過給機６０Ａにおける軸受６２Ｎの周囲を含む軸方向断面図である。第２の実施
の形態の電動過給機６０Ａは、電動モータ部６３のモータハウジング６２ＡＡにおける流
体用ジャケット６２ＱＡの形状が、図３に示す第１の実施の形態の流体用ジャケット６２
Ｑの形状と異なる。以下、この相違点について主に説明する。
【００５１】
　図４に示すように、流体用ジャケット６２ＱＡには、空洞部６２Ｓの外周部と対向する
位置において、径方向内方に突出する流体用ジャケット切欠き部６２ＱＹが、円周方向に
設けられている。これにより、空洞部６２Ｓの外周部と、流体用ジャケット切欠き部６２
ＱＹと、の間の距離Ｓ３を、コイル６２Ｆから流体用ジャケット６２ＱＡまでの（平均的
な）距離ＳＨよりも短くした、絞り部ＳＣが形成されている。絞り部ＳＣは、コイル６２
Ｆから発生した熱が、モータハウジング６２ＡＡから軸受６２Ｎに至るまでの熱伝導経路
ＴＨ３のいずれかの位置に設けられており、熱伝導方向（熱伝導経路ＴＨ３の方向）に交
差する幅方向（図４の例では、熱伝導方向にほぼ直交する幅方向）を絞っている。
【００５２】
　上記の絞り部ＳＣにより、例えばコイル６２Ｆから発生して軸受６２Ｎに至る熱の伝導
を抑制することができるので、軸受６２Ｎの温度を、軸受６２Ｎの上限温度以下に維持す
ることができる。また、絞り部ＳＣは、流体用ジャケット６２ＱＡに、流体用ジャケット
切欠き部６２ＱＹを追加するだけで構成することができるので、容易に実現することがで
きる。以上の説明では、軸受６２Ｎの側の空洞部６２Ｓの周囲に設けた絞り部について説
明したが、軸受６２Ｌの側の空洞部６２Ｖ（図２参照）の周囲にも同様の絞り部を設ける
ようにしてもよい。
【００５３】
●［第３の実施の形態の電動過給機６０Ｂの構造（図５）］
　次に図５を用いて、第３の実施形態の電動過給機６０Ｂの構造について説明する。図５
は、電動過給機６０Ｂにおける軸受６２Ｎの周囲を含む軸方向断面図である。第３の実施
の形態の電動過給機６０Ｂは、電動モータ部６４のモータハウジング６２ＡＢにおける流
体用ジャケット６２ＱＢの形状が、図３に示す第１の実施の形態の流体用ジャケット６２
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Ｑの形状と異なる。以下、この相違点について主に説明する。
【００５４】
　図５に示すように、流体用ジャケット６２ＱＢには、空洞部６２Ｓの外周部と対向する
位置の周囲において、回転軸６２Ｘに沿ってコンプレッサ部６１に近づくにつれて徐々に
流体用ジャケット６２ＱＢの内径が小さくなる流体用ジャケットテーパ面６２ＱＸが、円
周方向に設けられている。これにより、空洞部６２Ｓの外周部と、流体用ジャケットテー
パ面６２ＱＸと、の間の距離Ｓ４を、コイル６２Ｆから流体用ジャケット６２ＱＢまでの
（平均的な）距離ＳＨよりも短くした絞り部ＳＤが形成されている。絞り部ＳＤは、コイ
ル６２Ｆから発生した熱が、モータハウジング６２ＡＢから軸受６２Ｎに至るまでの熱伝
導経路ＴＨ４のいずれかの位置に設けられており、熱伝導方向（熱伝導経路ＴＨ４の方向
）に交差する幅方向（図５の例では、熱伝導方向にほぼ直交する幅方向）を絞っている。
【００５５】
　上記の絞り部ＳＤにより、例えばコイル６２Ｆから発生して軸受６２Ｎに至る熱の伝導
を抑制することができるので、軸受６２Ｎの温度を、軸受６２Ｎの上限温度以下に維持す
ることができる。また、絞り部ＳＤは、流体用ジャケット６２ＱＢに、流体用ジャケット
テーパ面６２ＱＸを追加するだけで構成することができるので、容易に実現することがで
きる。以上の説明では、軸受６２Ｎの側の空洞部６２Ｓの周囲に設けた絞り部について説
明したが、軸受６２Ｌの側の空洞部６２Ｖ（図２参照）の周囲にも同様の絞り部を設ける
ようにしてもよい。
【００５６】
●［第４の実施の形態の電動過給機６０Ｃの構造（図６）］
　次に図６を用いて、第４の実施形態の電動過給機６０Ｃの構造について説明する。図６
は、電動過給機６０Ｃにおける軸受６２Ｎの周囲を含む軸方向断面図である。第４の実施
の形態の電動過給機６０Ｃは、電動モータ部６５のモータハウジング６２ＡＣにおける流
体用ジャケット６２ＱＣの形状が、図３に示す第１の実施の形態の流体用ジャケット６２
Ｑの形状と異なる。以下、この相違点について主に説明する。
【００５７】
　図６に示すように、流体用ジャケット６２ＱＣには、空洞部６２Ｓの外周部と対向する
位置の周囲において、回転軸６２Ｘに沿ってコンプレッサ部６１に近づくにつれて段階的
に流体用ジャケット６２ＱＢの内径が小さくなる流体用ジャケット段差部６２ＱＷ、６２
ＱＶが、円周方向に設けられている。これにより、空洞部６２Ｓの外周部と、流体用ジャ
ケット段差部６２ＱＷと、の間の距離Ｓ５を、コイル６２Ｆから流体用ジャケット６２Ｑ
Ｃまでの（平均的な）距離ＳＨよりも短くした、絞り部ＳＥが形成されている。絞り部Ｓ
Ｅは、コイル６２Ｆから発生した熱が、モータハウジング６２ＡＣから軸受６２Ｎに至る
までの熱伝導経路ＴＨ５のいずれかの位置に設けられており、熱伝導方向（熱伝導経路Ｔ
Ｈ５の方向）に交差する幅方向（図６の例では、熱伝導方向にほぼ直交する幅方向）を絞
っている。
【００５８】
　また、空洞部６２Ｓにおける回転軸６２Ｘに直交する面と、流体用ジャケット段差部６
２ＱＶと、の間の距離Ｓ６を、コイル６２Ｆから流体用ジャケット６２ＱＣまでの（平均
的な）距離ＳＨよりも短くした、絞り部ＳＦが形成されている。絞り部ＳＦは、コイル６
２Ｆから発生した熱が、モータハウジング６２ＡＣから軸受６２Ｎに至るまでの熱伝導経
路ＴＨ５のいずれかの位置に、熱伝導方向（熱伝導経路ＴＨ５の方向）に交差する幅方向
（図６の例では、熱伝導方向にほぼ直交する幅方向）を絞っている。
【００５９】
　上記の絞り部ＳＥ、ＳＦにより、例えばコイル６２Ｆから発生して軸受６２Ｎに至る熱
の伝導を抑制することができるので、軸受６２Ｎの温度を、軸受６２Ｎの上限温度以下に
維持することができる。また、絞り部ＳＥ、ＳＦは、流体用ジャケット６２ＱＣに、流体
用ジャケット段差部６２ＱＷ、６２ＱＶを追加するだけで構成することができるので、容
易に実現することができる。以上の説明では、軸受６２Ｎの側の空洞部６２Ｓの周囲に設
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けた絞り部について説明したが、軸受６２Ｌの側の空洞部６２Ｖ（図２参照）の周囲にも
同様の絞り部を設けるようにしてもよい。
【００６０】
●［第５の実施の形態の電動過給機６０Ｄの構造（図７）］
　次に図７を用いて、第５の実施形態の電動過給機６０Ｄの構造について説明する。図７
は、電動過給機６０Ｄにおける軸受６２Ｎの周囲を含む軸方向断面図である。第５の実施
の形態の電動過給機６０Ｄは、流体用ジャケットが省略され、電動モータ部６６のモータ
ハウジング６２ＡＤの外周部に、回転軸６２Ｘに対して円周方向に形成された放熱用のフ
ィン６２Ｔ及びフィン溝６２Ｕが、回転軸６２Ｘの方向に沿って複数設けられている点が
、図３に示す第１の実施の形態の電動過給機６０と異なる。以下、この相違点について主
に説明する。
【００６１】
　図７に示すように、空洞部６２Ｓの外周部は、フィン溝６２Ｕに接触することなく近接
する位置まで、径方向外方に向かって延長するように形成されている。これにより、空洞
部６２Ｓの外周部と、フィン溝６２Ｕと、の間の距離Ｓ７を、コイル６２Ｆからフィン溝
６２Ｕまでの（平均的な）距離ＳＨよりも短くした、絞り部ＳＪが形成されている。絞り
部ＳＪは、コイル６２Ｆから発生した熱が、モータハウジング６２ＡＤから軸受６２Ｎに
至るまでの熱伝導経路ＴＨ６のいずれかの位置に設けられており、熱伝導方向（熱伝導経
路ＴＨ６の方向）に交差する幅方向（図７の例では、熱伝導方向にほぼ直交する幅方向）
を絞っている。
【００６２】
　上記の絞り部ＳＪにより、例えばコイル６２Ｆから発生して軸受６２Ｎに至る熱の伝導
を抑制することができるので、軸受６２Ｎの温度を、軸受６２Ｎの上限温度以下に維持す
ることができる。また、絞り部ＳＪは、空洞部６２Ｓを径方向外方に延長させるだけで構
成することができるので、容易に実現することができる。以上の説明では、軸受６２Ｎの
側の空洞部６２Ｓの周囲に設けた絞り部について説明したが、軸受６２Ｌの側の空洞部６
２Ｖ（図２参照）の周囲にも同様の絞り部を設けるようにしてもよい。
【００６３】
●［第６の実施の形態の電動過給機６０Ｅの構造（図８）］
　次に図８を用いて、第６の実施形態の電動過給機６０Ｅの構造について説明する。図８
は、電動過給機６０Ｅにおける軸受６２Ｎの周囲を含む軸方向断面図である。第６の実施
の形態の電動過給機６０Ｅは、流体用ジャケットが省略され、電動モータ部６７のモータ
ハウジング６２ＡＥの外周部に、回転軸６２Ｘに対して円周方向に形成された放熱用のフ
ィン６２Ｔ及びフィン溝６２Ｕ、６２ＵＡが、回転軸６２Ｘの方向に沿って複数設けられ
ている点が、図３に示す第１の実施の形態の電動過給機６０と異なる。以下、この相違点
について主に説明する。
【００６４】
　図８に示すように、空洞部６２Ｓの外周部に対向するフィン溝６２ＵＡが、空洞部６２
Ｓに接触することなく近接する位置まで、径方向内方に向かって延長するように形成され
ている。これにより、空洞部６２Ｓの外周部と、フィン溝６２ＵＡと、の間の距離Ｓ８を
、コイル６２Ｆからフィン溝６２Ｕまでの（平均的な）距離ＳＨよりも短くした絞り部Ｓ
Ｋが形成されている。絞り部ＳＫは、コイル６２Ｆから発生した熱が、モータハウジング
６２ＡＥから軸受６２Ｎに至るまでの熱伝導経路ＴＨ７のいずれかの位置に設けられてお
り、熱伝導方向（熱伝導経路ＴＨ７の方向）に交差する幅方向（図８の例では、熱伝導方
向にほぼ直交する幅方向）を絞っている。
【００６５】
　上記の絞り部ＳＫにより、例えばコイル６２Ｆから発生して軸受６２Ｎに至る熱の伝導
を抑制することができるので、軸受６２Ｎの温度を、軸受６２Ｎの上限温度以下に維持す
ることができる。また、絞り部ＳＫは、フィン溝６２ＵＡを径方向内方に延長させるだけ
で構成することができるので、容易に実現することができる。以上の説明では、軸受６２
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Ｎの側の空洞部６２Ｓの周囲に設けた絞り部について説明したが、軸受６２Ｌの側の空洞
部６２Ｖ（図２参照）の周囲にも同様の絞り部を設けるようにしてもよい。
【００６６】
　本発明の電動過給機６０、６０Ａ～６０Ｅは、本実施の形態で説明した構成、構造、形
状、動作等に限定されず、本発明の要旨を変更しない範囲で種々の変更、追加、削除が可
能である。
【００６７】
　また、本発明の電動過給機を適用した内燃機関の構成は、図１の例に示すものに限定さ
れず、種々の構成の内燃機関に適用することが可能である。
【００６８】
　また本発明の電動過給機は、機械式ターボチャージャと別体とされた本実施の形態にて
説明した電動式ターボチャージャに限定されず、機械式ターボチャージャと一体化された
電動式ターボチャージャや、機械式スーパーチャージャと別体とされた電動式スーパーチ
ャージャ（あるいは電動式ターボチャージャ）や、機械式スーパーチャージャと一体化さ
れた電動式スーパーチャージャ等、種々の過給機に適用することができる。
【００６９】
　また、以上（≧）、以下（≦）、より大きい（＞）、未満（＜）等は、等号を含んでも
含まなくてもよい。
【符号の説明】
【００７０】
　１０　　　エンジン（内燃機関）
　１１　　　吸気管
　１１Ｂ　　バイパス通路
　１１Ｄ　　バイパス弁
　１２　　　排気管
　１３　　　ＥＧＲ通路
　１４　　　ＥＧＲ弁
　２１　　　流量検出手段
　２２　　　回転検出手段
　２３　　　大気圧検出手段
　２４　　　過給圧検出手段
　２５　　　アクセルペダル踏込量検出手段
　３０　　　ターボ過給機
　３１　　　駆動手段
　３２　　　開度検出手段
　３３　　　可変ノズル
　３５　　　コンプレッサ部
　３５Ａ　　コンプレッサインペラ
　３６　　　タービン部
　３６Ａ　　タービンインペラ
　４１　　　コモンレール
　４３Ａ～４３Ｄ　　インジェクタ
　４５Ａ～４５Ｄ　　気筒
　４７　　　電子スロットル装置
　４７Ｓ　　スロットル開度検出手段
　５０　　　制御装置
　５１　　　制御手段
　５３　　　記憶手段
　６０、６０Ａ～６０Ｅ　　電動過給機
　６１　　　コンプレッサ部
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　６１Ａ、６１Ｂ　　コンプレッサハウジング
　６１Ｃ　　コンプレッサインペラ（コンプレッサ）
　６２～６７　　電動モータ部
　６２Ａ、６２ＡＡ～６２ＡＥ　　モータハウジング
　６２Ｂ、６２Ｋ、６２Ｐ　　軸受保持部材
　６２Ｃ　　ハウジングプレート
　６２Ｄ、６２Ｅ　　放熱グリス
　６２Ｆ　　コイル
　６２Ｇ　　ステータ
　６２Ｈ　　シャフト
　６２Ｊ　　ロータ
　６２Ｌ、６２Ｎ　　軸受
　６２Ｍ　　電動モータ
　６２Ｑ　　流体用ジャケット
　６２Ｒ、６２Ｔ１　　空洞部
　６２Ｓ、６２Ｖ　　空洞部（絞り部を形成する空洞部）
　６２Ｔ　　フィン
　６２Ｕ　　フィン溝
　Ｓ１～Ｓ８　　距離
　ＳＡ～ＳＦ、ＳＪ、ＳＫ　　絞り部
　ＴＨ１～ＴＨ７　　熱伝導経路

                                                                                

【図１】 【図２】

【図３】
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